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バス事業における総合安全プラン２００９ 
 

                          平成２１年６月１７日 策定 

社団法人日本バス協会  

 

交通事故は、一瞬にして被害者の生命や可能性を奪うのみならず、その家族に対しても

多大な精神的、経済的な負担や苦しみを強いるものである。また、加害者側においても、

社会的制裁や信用の失墜に直面することとなる。 

バス事業に関わるすべての者は、常にこのことを肝に銘じ、交通事故を防止するために

取りうる限りの手を尽くさなければならない。 

交通安全対策については、現在、「第８次交通安全基本計画（平成１８年～２２年）」

に基づき、平成２２年までに交通事故死者数を５，５００人以下とする目標を掲げ、官民

一体となった取り組みをしているが、平成２０年に同目標を達成した。また、平成１５年

からの１０年間で交通事故死者数を５，０００人以下にするという政府目標についても、

その実現が間近となっている。 

一方、自動車運送事業においては、事故件数、死者数ともに、自家用自動車と比べると

減少の歩みが遅いのが現状である。 

このような状況を踏まえ、平成２１年３月、国土交通省に設置されている「自動車運送

事業に係わる安全対策検討委員会」報告において、今後１０年間を見据えた「事業用自動

車総合安全プラン２００９」について提言がなされた。 

日本バス協会は、本提言を踏まえ、今後１０年間を「事故削減のための集中期間」と位

置づけ、次のとおり取り組みを進めることとした。 

 

 

Ⅰ．バス事業に係る事故等削減目標 

１．平成３０年における交通事故死者数をゼロとする。 

２．平成３０年における人身事故件数を１,８００件以下とする。

３．飲酒運転をゼロとする。 

 

Ⅱ．目標の達成に向けて当面講ずべき施策 
 上記の目標を達成するため、当面、以下の取り組みを行うこととする。 

１．運輸安全マネジメントについて 

（１）運輸安全マネジメントの定着化 

会員事業者は、ＰＤＣＡサイクルを継続的に繰り返し、絶えず輸送の安全性の向上に

努める。また、講習会等に積極的に参加する。 

（２）運輸安全マネジメント講習 

資料２-１



   地方バス協会が主催する会員事業者を対象とした講習会を定期的に実施する。 

ただし、平成２１年度は、主として、乗合車両を１００両以上保有する事業者及び

高速路線バス運行事業者を対象に実施する。 

（３）中小規模事業者向け手引の作成 

日本バス協会において、運輸安全マネジメントの取組を容易に行えるよう、わかり

やすい手引を作成し、配布する。 

（４）バス協会職員等に対する研修 

・国土交通大学校における運輸安全マネジメントについての研修へ職員を派遣す

る。 

・必要に応じて国土交通省職員を招聘しての研修等を実施する。 

 

２．運行管理者について 

（１）運転者に対する指導・監督内容の明確化 

運行管理者が運転者に対して、実効性のある指導・監督を行えるよう、国土交通省

が作成する「指導・監督マニュアル」を周知徹底する。 

（２）指導・監督の実施の記録及び保存の義務付け 

運行管理者が運転者に対して行う指導・監督の実施の記録及び当該記録の保存につ

いて周知徹底する。 

（３）運行管理者の補助者の権限等の明確化 

運行管理者の補助者の権限等に関し、以下の点を周知徹底する。 

・補助者が行う業務については、運行管理者の指揮命令の下で行われるべきもので

あり、補助者が点呼を行った際、特異事案が発生した場合には、直ちに運行管理

者に報告を行い、運行の可否に関し指示を仰ぐべきこと。 

・補助者が行った業務の責任は運行管理者にあり、法令違反等が確認された場合に

は、運行管理者が運行管理者資格者証の返納等の処分を受けること。 

（４）映像記録型ドライブレコーダ、デジタル式運行記録計等を活用した運行管理の高度化を

推進する。 

（５）ＩＴ点呼に係る要件の拡大 

国土交通省における新たなＩＴ点呼実施の実証実験結果を踏まえたＩＴ点呼実施

に係る要件拡大の検討を踏まえて、バス事業での実用化について検討する。 

 

３．飲酒運転の根絶について 

（１）「飲酒運転防止マニュアル」による対応を徹底する。 

（２）ＡＳＫ（アルコール薬物問題全国市民会議）主催のインストラクター講習会受講を

推進する。 

 

４．車内事故防止対策について 

（１）「シートベルト着用」、「ゆとり乗降」について、利用者の理解を求める等、車内事

故防止対策を徹底する。 

（２）乗合事業者は、安全マネジメントにおいて、削減目標を明確にする。 

（３）継続して「車内事故防止キャンペーン」を実施する。 



 

５．事故情報の活用について 

国土交通省が創設するメールマガジン「事業用自動車安全通信」を積極的に活用する。 

  

６．運転者対策の充実について 

（１）運転者の健康管理の徹底 

国土交通省が作成する健康状態に応じた乗務可否の判断の基準等を示した指針（ガ

イドライン）を積極的に活用する。 

（２）新規採用運転者に対する事故歴等の把握及び措置 

・運転者として新たに採用する者については、 採用時に運転記録証明書や無事故

無違反証明書を確認し、過去の事故及び違反歴を把握した上で、それに応じた指

導を徹底する。この場合において、自動車運送事業に係る一定の事故歴を有する

者にたいしては、適性診断（特定診断）を確実に受診させる。 

 

７．旅行業者等への対策について 

旅行業界との意見交換会等あらゆる機会を捉えて、発注にあたって旅行行程等が安全

運行に支障をきたすことの無いよう理解を求める。 

 

８．車両の新技術の開発に対する協力について 

（１）新たな予防安全技術の普及促進 

先進安全自動車（ＡＳＶ）推進計画に基づき、産学官連携の下、広報活動等を通し

て実用化されているＡＳＶ技術の普及を促進する。 

（２）居眠り等のドライバーの状態検知技術、通信技術を利用したドライバーへの警報支

援装置等の開発・実用化について協力する。 

 

９．点検整備の充実について 

（１）大型車の車輪脱落事故や車両火災に係る再発防止策を含め、整備管理者は、確実な

点検整備を徹底し、自動車点検整備推進運動において、重点点検を実施する。 

（２）ホイール取り付け方法について、ＩＳＯ方式への一元化が進められる状況において、

混在するＪＩＳ方式とＩＳＯ方式それぞれにおける確実な点検整備の方法等を周知

徹底する。 

 

１０．貸切バス事業者の安全性に関する評価・認定制度について 

貸切バス事業者の安全性に関する評価・認定制度の創設に伴う体制について検討を進

め、実施に移す。 

 

１１．道路交通環境の改善 

地方バス協会を中心として、以下の事項について具体的な改善箇所等の情報を収集

し、関係当局に対して改善要望を行う。 

（１）事故の発生割合が高い区間における交差点改良や歩道の整備、中央帯の設置、信号

器改良等 



（２）通学路における歩道の整備やカラー舗装、防護柵の設置等 

（３）生活道路への通過交通が多く、事故の発生割合が高い地区において、生活道路への

通過交通を抑制するためのクランクやハンプ等の整備による、歩行者等の安心・安全

の確保 

（４）防護柵や道路反射鏡等の交通安全施設の適切な維持・管理の実施 

 

１２．車両火災等緊急時における安全な乗客の避難誘導等について 

  「車両火災等緊急時における対応マニュアル」を速やかに策定し、これによる対応を

徹底する。 

 

１３．バスジャック・テロ対策について 

（１）「バスジャック統一対応マニュアル」による対応を徹底する。 

（２）関係者間における緊急連絡体制を整備する。 

（３）関係当局から、テロ対策等について要請があった場合には、積極的に協力する。 

 

１４．その他 

（１）薬物対策について検討の上、実施に移す。 
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平成２１年６月２４日 策定 

社団法人 全国個人タクシー協会 

 

 

 交通事故の発生については、交通事故全体でみると、平成１６年をピークに事故件数・

死者数とも近年着実に減少しています。 

現在、「第８次交通安全基本計画（平成１８年～２２年）」に基づき、平成２２年まで

に交通事故死者数を５，５００人以下とする目標を掲げ、官民一体となった取り組みを

していますが、すでに平成２０年に同目標を達成しています。また、平成１５年からの

１０年間で交通事故死者数を５，０００人以下にするという政府目標についても、十分

に達成可能な水準で推移しています。 

 しかしながら、事業用自動車に限ってみると、事故件数・死者数ともに、自家用自動

車に比べて減少の歩みが遅いのが現状となっています。のみならず、飲酒運転や健康に

起因する事故など、事業用としてあるまじき事故も発生しています。 

こうしたことから、国土交通省・自動車交通局では、昨年１１月に「事業用自動車に

係る総合的安全対策検討委員会」を設置して検討を進め、その報告書に基づき、本年３

月に「事業用自動車総合安全プラン２００９」をとりまとめ、国土交通省等及び関係業

界において、安全対策の計画的・積極的な推進を提言しています。 

 もとより、安全性の確保は旅客自動車運送事業の最大の責務です。とりわけ、安全・

安心を標榜する個人タクシー事業にとっては、安全・安心が故に誕生し、安全・安心が

故に発展してきたのであり、揺るぎない安全性の確保こそが個人タクシー事業の存立基

盤であります。これまでも、これからも、安全運行・事故防止への絶えざる取り組みを

していかなければなりません。 

 こうした強い決意をもち、全国個人タクシー協会は、「事業用自動車総合安全プラン 

２００９」に掲げられた目標の達成に向けて、次のとおり「個人タクシー事業における

総合安全プラン２００９」をとりまとめました。 

今後、全国個人タクシー協会は、このプランに基づき、事故削減のための施策に総力

で取り組むこととします。 

 

 

 

 

個人タクシー事業における総合安全プラン２００９ 

資料２-３



Ⅰ. 個人タクシー事業にかかる事故等削減目標  

 

 １. 毎年、死亡事故件数（第１当事者）ゼロをめざします。 

 ２. 毎年、飲酒運転ゼロをめざします。 

 ３. 人身事故件数（第１当事者）を平成２５年までに１，２６０件以下（２５％

減）、平成３０年までに８４０件以下（５０％減）をめざします。 

 

 

Ⅱ. 目標の達成に向けて当面講ずべき施策 

 

   上記Ⅰ.の目標を達成するため、当面、以下の取り組みを実施します。 

 

１．安全マネジメントについて 

 

（１）安全マネジメントの周知・啓発 

   個々の個人タクシー事業者、協同組合等の各団体において、ＰＤＣＡサイクルを

継続的に繰り返し、絶えず輸送の安全性の向上に努めるよう、周知徹底を図ります。 

  また、関連セミナー等に積極的に参加するとともに、理事会、委員会等の際に、

安全マネジメントを浸透させるための講習会を実施します。 

（２）ＮＡＳＶＡの活用、安全マネジメント講習 

   平成１８年９月に、日常的な安全運行・事故防止の指導活動をすることを目的に

「安全運行指導員制度」を導入し、同指導員の認定要件として、ＮＡＳＶＡの一般

講習の受講を義務付けています。その徹底とともに、ＮＡＳＶＡの協力を得て、タ

クシー事業に重点を置いた講習にするなど、一般講習内容の充実を検討します。 

   また、協同組合等の各団体において、ナスバネット（インターネット適性診断シ

ステム）を導入するよう推進します。 

（３）中小規模事業者向け手引の作成 

   冊子「安全運行指導員：活動マニュアル」（平成２１年２月発行）の内容充実を図

り、協同組合等の各団体、安全運行指導員あて配付します。 

（４）全国個人タクシー協会職員等に対する研修 

   国土交通大学校における安全マネジメントについての研修へ役員及び職員を派遣

します。必要に応じて、理事会、委員会等の際に、国土交通省職員を招聘しての研

修等を実施します。 

 

 

 



２．運行管理者制度について 

 

（１）運転者に対する指導・監督内容の明確化 

   運行管理者を安全運行指導員、運転者を個々の個人タクシー事業者とみなし、安

全運行指導員が事業者に対して、実効性のある指導・監督が行えるよう、国が作成

する「指導・監督マニュアル」を周知徹底します。 

（２）運行管理者講習等におけるアルコールに関する専門的教育 

   協同組合等の各団体において、ＡＳＫ（アルコール薬物問題全国市民協会）等、

関係機関の講習会受講を推進します。 

   機関紙「全個協」等で飲酒運転の根絶について指導します。 

（３）映像記録型ドライブレコーダを活用した運行管理の高度化 

   安全対策の推進のためドライブレコーダの導入を推進します。協同組合等の各団

体において、費用の助成措置をするよう検討します。 

 

３．事故情報の活用充実について 

 

（１）業界全体での事故情報の共有 

   年間の個人タクシーの事故発生状況を各団体へ報告するほか、重大事故等が発生

した場合は、事故概要・原因等を迅速に報告し注意を喚起します。 

   また、国土交通省が創設するメールマガジン「自動車安全（仮称）」を積極的に活

用します。 

 

４．事故防止対策について 

 

（１）各団体での事故削減目標の明確化 

協同組合等の各団体において、全国個人タクシー協会の策定した事故削減目標に

基づき、削減目標を明確にします。 

（２）交通安全運動の実施 

継続して全国個人タクシー協会主催の「交通安全運動」（毎年９～１０月２ヵ月間）

を実施します。 

（３）車内事故防止対策の徹底 

「シートベルト着用」、「防犯カメラ設置」等について利用者の理解を求める等、

車内事故防止対策を徹底します。 

（４）車両の点検整備の徹底 

車両の点検整備、運行に際しての日常点検整備を徹底します。 

 



５．運転者対策の充実・強化について 

 

（１）運転者の健康管理に係る指針の作成 

   国により作成されるガイドラインを周知徹底します。 

   安全サービス委員会において、運転業務に伴う疾病や身体に及ぼす影響、健康管

理に関する情報を収集し、対策を検討します。 

 

６．利用者等が安全性の観点から運送サービスを容易に取捨選択できる仕組みの 

整備について 

 

（１）タクシー事業 

   平成１０年より、安全性やサービス水準に関して評価・認定する優良個人タクシ

ー事業者認定制度（マスターズ制度）を実施しており、その一層の内容充実を図り

ます。 

   また、国の評価制度（ランク制度）に係る体制を整備します。 

 

７．道路交通環境の改善について 

 

   各団体（各地域）において、事業者から具体的な改善箇所等の情報を収集し、関

係当局に対して改善要求を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 



「事業用自動車総合安全プラン2009」と全個協「総合安全プラン2009」の対比表

参 考

１. 安全マネジメント 【国土交通省】
安全マネジメントの評価の対

事業用自動車プラン2009（個人タクシー関連抜粋） 全個協プラン2009

今後取組むべき課題 施策 全個協の取組み

１．安全マネジメントについて

（１）安全マネジメントの周知・啓発
(１) 評価対象の中小規模

事業者への拡大

象を（安全統括管理者等の義務
付け対象外である）中小規模事
業者にも拡大。
この場合、以下のような公共

性の高い事業者及び安全性の
レベルが低い（社会的に影響の
大きい事故を惹起した等）事業
者から優先的に実施。

（１）安全マネジメントの周知 啓発
個々の個人タクシー事業者、協同組合

等の各団体において、ＰＤＣＡサイクルを
継続的に繰り返し、絶えず輸送の安全性
の向上に努めるよう、周知徹底を図りま
す。
また、関連セミナー等に積極的に参加

するとともに、理事会、委員会等の際に、
安全マネジメントを浸透させるための講

(２) ＮＡＳＶＡの活用
【国土交通省、(独)自動車事故
対策機構(ＮＡＳＶＡ)】
安全マネジメント評価に当たっ

て、ＮＡＳＶＡを活用。

(３) 安全マネジメント講習
【事業者団体】
安全マネジメントを浸透させる

ための講習会を 定期的（例：

浸
習会を実施します。

（２）ＮＡＳＶＡの活用、安全マネジメント
講習
平成１８年９月に、日常的な安全運行

・事故防止の指導活動をすることを目的
に「安全運行指導員制度」を導入し、
同指導員の認定要件として、ＮＡＳＶＡ
の一般講習の受講を義務付けていま
す 徹底ととも 協力

ための講習会を、定期的（例：
半期毎等）に実施。
また、ＮＡＳＶＡの実施する安

全マネジメント講習等の受講費
用に対する助成を拡充。

(４) 中小規模事業者向け
手引の作成

【事業者団体】
中小規模事業者が安全マネ

ジメントの取組を容易に行える

す。その徹底とともに、ＮＡＳＶＡの協力
を得て、タクシー事業に重点を置いた
講習にするなど、一般講習内容の充実
を検討 します。
また、協同組合等の各団体において、

ナスバネット（インターネット適性診断シ
ステム）を導入するよう推進します。

（３）中小規模事業者向け手引の作成
冊子「安全運行指導員 活動マニュアジメントの取組を容易に行える

よう、業態ごとのわかりやすい
手引を作成。

(５) 事業者団体職員等に
対する研修

【国土交通省】
事業者団体の職員等に対し、

安全マネジメントについて、国
土交通大学校における研修、
国土交通省職員を派遣しての

冊子「安全運行指導員：活動マニュア
ル」 （平成２１年２月発行）の内容充実
を図り、協同組合等の各団体、安全運
行指導員あて配付します。

（４）全国個人タクシー協会職員等に対する
研修
国土交通大学校における安全マネジ

メントについての研修へ役員及び職員
を派遣します。必要に応じて、理事会、

２．運行管理者制度について

（１）運転者に対する指導・監督内容の明
確化
運行管理者を安全運行指導員、運転

国土交通省職員を派遣しての
研修等を実施。

を派遣します。必要に応じて、理事会、
委員会等の際に、国土交通省職員を招
聘しての研修等を実施します。

２. 運行管理制度

(１) 運転者に対する指導・

【国土交通省】
運行管理者が運転者に対し

て、「指導・監督方針」（告示）に
従って実効性のある指導・監督 運行管理者を安全運行指導員、運転

者を個々の個人タクシー事業者とみなし、
安全運行指導員が事業者に対して、実
効性のある指導・監督が行えるよう、国
が作成する「指導・監督マニュアル」を周
知徹底します。

監督内容の明確化 を行えるよう、指導・監督マニュ
アルを作成。



事業用自動車プラン2009（個人タクシー関連抜粋） 全個協プラン2009

今後取組むべき課題 施策 全個協の取組み

（２）運行管理者講習等におけるアルコー
ルに関する専門的教育

協同組合等の各団体において、ＡＳＫ
（アルコール薬物問題全国市民協会）等、
関係機関の講習会受講を推進します。
機関紙「全個協」等で飲酒運転の根絶

について指導します。

(２) 点呼時におけるアルコ
ールチェッカーの使用
の義務付け

【国土交通省】
飲酒運転の根絶のため、以

下のとおり省令・通達を改正。
・点呼（出庫時、帰庫時及び出
先等で対面点呼が行えない
場合を含むすべての点呼）に
当たっては、アルコールチェッ
カーを用いて、乗務員の酒気 指導 す。

（３）映像記録型ドライブレコーダを活用 し
た運行管理の高度化
安全対策の推進のためドライブレコー

ダの導入を推進します。協同組合等の各
団体において、費用の助成措置をするよ
う検討します。

帯びの有無を確認し、記録し
なければならないこと。

・アルコールチェッカーが反応し
た場合は、乗務を禁止しなけ
ればならないこと。

・出先等で対面点呼が行えない
場合には、乗務員にアルコー
ルチェッカーを携行させなけれ
ばならないこと

(３) 映像記録型ドライブレ
コーダ、デジタル式運
行記録計等を活用した
運行管理の高度化

【国土交通省】
映像記録型ドライブレコーダ、

デジタル式運行記録計、ＧＰＳ
―ＡＶＭといったＩＴ機器を活用
し、安全対策・環境対策の推進、
経営の効率化等、運行管理の
高度化を 体的に進めるため

ばならないこと。

高度化を一体的に進めるため、
機器の仕様の作成、導入イン
センティブの付与等さらなる普
及方策について、必要な検討
を実施。

３. 事故情報の活用充実
【国土交通省】
業界全体で事故情報を共有

３.事故情報の活用充実について

（１）業界全体での事故情
報の共有

するため、以下の情報を発信
するメールマガジン「自動車安
全（仮称）」を創設。
・重大事故の発生状況等（事故
速報に基づくもの）

・「自動車運送事業に係る交通
事故要因分析検討会」におい
て行う、社会的に影響の大き
い重大事故の要因分析結果

（１）業界全体での事故情報の共有
年間の個人タクシーの事故発生状況

を各団体へ報告するほか、重大事故等
が発生した場合は、事故概要・原因等を
迅速に報告し注意を喚起します。

また、国土交通省が創設するメール
マガジン「自動車安全（仮称）」を積極的
に活用します。

い重大事故の要因分析結果
等

４．事故防止対策について

（１）各団体での事故削減目標の明確化
協同組合等の各団体において、全国

個人タクシー協会の策定した事故削減
目標に基づき、削減目標を明確にしま
す。

（２）交通安全運動の実施
継続して全国個人タクシー協会主催

の「交通安全運動」（毎年９～１０月２ヵ
月間） を実施します。



事業用自動車プラン2009（個人タクシー関連抜粋） 全個協プラン2009

今後取組むべき課題 施策 全個協の取組み

（３）車内事故防止対策の徹底
「シートベルト着用」、「防犯カメラ設置」

等について利用者の理解を求める等、
車内事故防止対策を徹底します。

（４）車両の点検整備の徹底
車両の点検整備、運行に際しての日

常点検整備を徹底します。

【国土交通省】
運転者に多い疾病、運行管

理上の観点から把握すべき症
状、それらが運行に及ぼす影
響等を医学的な見地から調査・
分析。 これに基づき、健康状
態に応じた乗務可否の判断の
基準等を示した指針（ガイドラ

５．運転者対策の充実・強化に
ついて

（１）運転者の健康管理に係る指針の作成
国により作成されるガイドラインを周

知徹底します。
安全サ ビス委員会において 運転業

４. 運転者対策の充実・
強化

運転者の健康管理に係る
指針の作成

基準等を示した指針（ガイドラ
イン）を作成。 また、当該ガイ
ドラインにおいて、健康診断で
異常が認められた乗務員に対
し、再検査の受診結果の提示
を求めるべきこと等を明確化。
【国土交通省】
事業者団体等を通じて、上記

ガイドラインの徹底及びフォロ

安全サービス委員会において、運転業
務に伴う疾病や身体に及ぼす影響、健
康管理に関する情報を収集し、対策を検
討します。

ガイドラインの徹底及びフォ
ーアップを実施。

９. 利用者等が安全性の
観点から運送サービス
を容易に取捨選択でき
る仕組みの整備

【国土交通省】
事業者や運転者の安全性、

サービス水準等に関する評価
制度（ランク制度）の導入・改善
等、安全性も含めた事業者等の
優劣が判別できるような方法に

６．利用者等が安全性の観点から
運送サービスを容易に取捨選択
できる仕組みの整備について

（１）タクシー事業

（１）タクシー事業 ついて検討。
【国土交通省、タクシーセン
ター】
事業者や運転者ごとの事故率

などのデータを活用して、安全
性に問題のある事業者や運転
者について、タクシーセンターで
整備している乗り場や駅構内施
設等 の入構を制限する とに

平成１０年より、安全性やサービス水
準に関して評価・認定する優良個人タク
シー事業者認定制度（マスターズ制度）
を実施しており、その一層の内容充実を
図ります。

また、国の評価制度（ランク制度）に
係る体制を整備します。

設等への入構を制限することに
ついて検討。
【国土交通省】
苦情への対応に関する情報の

開示及び行政処分に関する情
報開示のさらなる充実。

10. 道路交通環境の改善 【国土交通省】
事故の発生割合が高い区間

７．道路交通環境の改善について
事故の発生割合が高い区間

における交差点改良や歩道の
整備、中央帯の設置、信号器改
良等。

各団体（各地域）において、事業者か
ら具体的な改善箇所等の情報を収集し、
関係当局に対して改善要求を行います。



「事業用自動車総合安全プラン2009」
全日本トラック協会におけるこれまでの対応について

①交通事故防止に関する宣言
2009年3月19日開催の第80回通常総会において 交通事故防止対策を一層徹底し2009年3月19日開催の第80回通常総会において、交通事故防止対策を 層徹底し、

有責重大事故及び悪質違反の撲滅を業界の総意として宣言（資料1）

②交通安全に関する中期計画の中間評価
2006年度に策定した「交通安全対策中期計画」について、現状整理及び中間評価を

実施（資料2）実施（資料2）

③会員事業者 の本通達の周知徹底③会員事業者への本通達の周知徹底
都道府県トラック協会を通じ、会員事業者への周知徹底を図る

④「トラック事業における総合安全プラン2009」を取りまとめ中
安全対策検討ＷＧにおいて検討し（3回） 11月の交通対策委員会において取組案を提出

資
料

安全対策検討ＷＧにおいて検討し（3回）、11月の交通対策委員会において取組案を提出 ２
-４
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交通安全に対する中期計画の中間評価（概要）① 資料２

【交通安全対策中期計画の数値目標の達成状況】

①2010年までに 交通事故死者数を490人以下にする。 ⇒450人（2008年）①2010年までに、交通事故死者数を490人以下にする。 ⇒450人（2008年）

②2010年までに、交通事故負傷者数を41,000人以下にする。 ⇒37,056人（2008年）

③2010年までに 交通事故件数を31 000件以下にする。 ⇒28 838件（2008年）③2010年までに、交通事故件数を31,000件以下にする。 ⇒28,838件（2008年）
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交通安全に対する中期計画の中間評価（概要）②

【中期計画における対策の効果】【中期計画における対策の効果】
会員事業者へ交通事故防止に効果がある対策についてアンケートを行った結果、効果が

大きかった対策は以下のとおり。

■安全運転教育の推進
社内での安全運転教育の推進、研修施設等での教育訓練の受講

■エコドライブの普及促進
デジタルタコグラフ等のＥＭＳ関連機器の導入、社内でのエコドライブ教育

■悪質違反対策
アルコールチェッカーの導入による管理徹底、運行管理や労務管理の徹底

■適正化事業の強化・促進
Ｇマークによる意識改革

「トラ ク事業における総合安全プラン2009 の重点対策に位置づけ「トラック事業における総合安全プラン2009」の重点対策に位置づけ



事業用貨物自動車における第1当事者別死亡事故件数の推移 参 考

※平成20年の事業用貨物自動車による死亡事故件数が、自家用貨物自動車（前年比▲12.5％）に
比べ 約 倍（前年比▲ ）の顕著な減少

出典）警察庁

比べ、約1.5倍（前年比▲18.2％）の顕著な減少



平 成 2 1 年 5 月

自動車事故対策機構

NASVA 事業用自動車安全プラン２００９
～死者数・事故件数半減に向けての NASVA の取組み～

はじめに

平成 20 年中の交通事故による死者数は、5,155 人となり、平成 22 年までに交通事故死者数

を 5,500 人以下とする「第 8 次交通安全基本計画」の政府目標が 2 年前倒しで実現されまし

た。しかしながら、未だに約 95 万人の方が、交通事故で被害にあわれております。

政府は、このような交通事故の状況を踏まえ、本年 1 月 2 日の麻生総理の談話において示

された方針に基づき、今後 10 年間を目途に、更に交通事故死者数を半減させ、2,500 人以下

とする新たな目標を掲げました。

国土交通省は、この政府目標に基づき、本年 3 月の「事業用自動車総合安全プラン２００

９」において、自動車運送事業における今後 10 年間の目標を①死者数半減、②人身事故件数

半減、③飲酒運転ゼロと設定し、関係業界に対して目標達成のための施策への協力を要請し

ました。

独立行政法人自動車事故対策機構（略称：NASVA（ナスバ））は、平成 15 年の設立以来、

事業用自動車等の運転者に対する運転適性診断と運行管理者等に対する各種指導講習を中心

とした事故防止事業を行ってきました。また、平成 18 年 10 月の運輸安全マネジメントの導

入を機に、これらに加え経営者及び安全統括管理者等を対象に、社内における運輸安全マネ

ジメント体制の構築に役立つよう、全国 50 支所において「NASVA 安全マネジメント講習会」

等をこれまでに 377 回開催し、17,000 名を超える方々に受講していただきました。

今般、NASVA は国土交通省の「事業用自動車総合安全プラン２００９」に掲げられた目標の

達成に向けて、自動車運送事業者の事故防止活動を総合的に支援する「NASVA 事業用自動

車安全プラン２００９」（～死者数・事故件数半減に向けての NASVA の取組み～）を以下の

とおりとりまとめました。

今後、NASVA は、このプランに基づき政府目標の早期達成に向け強力に事業を展開してい

きます。

Ⅰ 国土交通省「事業用自動車総合安全プラン２００９」と「NASVA 事業用自動車安全

プラン２００９」との対比表

事業用自動車総合安全プラン 2009(ナスバ関連抜粋) NASVA 事業用自動車安全プラン 2009

今後取組むべき課題等 施 策 N A S V A の 取 組 み

１．安全マネジメント

(1) 評価対象の中小規

模事業者への拡大

① 実施の目途： 年

内

② 施策の位置付け：

安全体質の確立

【国土交通省】

安全マネジメントの評価の

対象を(安全統括管理者等の義

務付け対象外である)中小規模

事業者にも拡大。

この場合、以下のような公共

性の高い事業者及び安全性の

レベルが低い(社会的に影響の

大きい事故を惹起した等)事業

者から優先的に実施。

○ 運輸安全マネジメント調査事業

・ 目的：NASVA は、国土交通省の協力要

請を受けて、事業用自動車の事故防止

など輸送の安全確保・向上に資するこ

とを目的とした運輸安全マネジメン

ト調査を、本年 10 月を目途とし、運

用を開始します。

・ 調査実施主体： 全国９主管支所とする。

・ 調査員： 調査員は、自動車運送事業の遂

資料２-５



① 乗合事業者で、乗合車両を

100 両以上保有する事業者

② 専ら都市間の移動を目的と

した運行を行う高速バス及

びツアーバス事業者

③ 第一当死亡事故を惹起した

事業者

④ 危険物運搬車両による大量

漏えい事故を惹起した事業

者

行に必要な法令に関する知識を有す

る者を選任する。

・ 対象事業者： 全事業者（乗合、貸切、乗

用（個ﾀｸを除く。）及び貨物自動車運

送事業者）のうち、調査依頼があった

事業者とする。なお、対象事業者は、

営業所単位ではなく、企業単位とす

る。

・ 調査方法： 事前調査（書面審査）及び現

地調査で構成する。

・ 調査料金： 料金については、有料とする。

○ 安全マネジメント調査事業を開始した後

に、優良事業者認定事業（仮称）を開始

することを検討する。

(2) NASVA の活用 【国土交通省、(独)自動車事故

対策機構（NASVA）】

安全マネジメント評価に当

たって、NASVA を活用

(3) 安全マネジメント

講習

① 実施の目途： 1

～2 年以内

② 施策の位置付け：

安全体質の確立

【事業者団体】

安全マネジメントを浸透さ

せるための講習会を、定期的

(例：半期毎等)に実施。また、

NASVA の実施する安全マネ

ジメント講習会等の受講費用

に対する助成を拡充

○ 安全マネジメント講習の拡充と強化

国土交通省及び各関係団体との連携をさ

らに密にし、これまで、NASVA が実施し

ている安全マネジメント講習を大幅に拡

充・強化する。

２．運行管理制度

(3) 上級講習(仮称)

① 実施の目途： 1

～2 年以内

② 施策の位置付け：

安全体質の確立、

IT 新技術の活用

【NASVA 等の講習実施機関】

運行管理者の更なるスキル

アップのため、以下の内容をカ

リキュラムとする。

(1) 映像記録型ドライブレコ

ーダー、デジタル式運行記録

計等の新技術の運行管理へ

の活用

(2) 運行管理者が、適性診断に

基づき適切な指導を行うた

めの指導方法等

○ 運行管理者制度

(1) 国土交通省及び各関係団体との連携を

さらに密にし、従来から NASVA が実施

している安全マネジメント支援ツール講

習の強化・拡充する。

(2) 運行管理者等一般講習を活用して運行

管理者が適性診断結果に基づき適切な指

導を行うため、NASVA のカウンセリング

手法等を盛り込んだテキストに改訂する。

(7) 運行管理者講習等

におけるアルコール

に関する専門的教育

① 実施の目途： 1

～2 年以内

② 施策の位置付け：

飲酒運転の根絶

【NASVA 等の講習実施機関】

運転者に対する飲酒運転防

止の指導を充実させるため、関

係機関と協力して、アルコール

に関する専門的な教育を、運行

管理者講習等で実施

○ 運行管理者等指導講習におけるアルコー

ルに関する専門的教育

運行管理者等基礎講習及び一般講習にお

いて、

(1) アルコールに関する記述内容を充実す

る。

(2) 飲酒運転によって発生した事故事例等

を周知する。

４．運転者対策の充

実・強化

(2) 事故歴等の把握

① 実施の目途： 1

～2 年以内

② 施策の位置付け：

飲酒運転の根絶

【国土交通省】

新規採用運転者の指導・監督に

関して、以下のとおり告示・通

達を改正

・自動車運送事業に係る事故歴

を把握した場合には、適性診断

(特定診断)を確実に受診させ

ること。

○ 運転者の受診体制の強化

経営者及び運行管理者等に対して、講習会

等あらゆる機会を通じ、事故歴がある新規採

用運転者の確認を確実に行うよう啓蒙する

とともに、各支所で実施している適性診断

(特定診断)を確実に受診させる。



Ⅱ 目標達成に向けての実施計画

上記の「NASVA 事業用自動車安全プラン２００９」を踏まえ、目標達成に向けた実施

計画を、次のとおり実施します。

１．適性診断業務関係

任意診断：3 年に１回以上 義 務 診 断

一般（定期） 初 任 適 齢 特定Ⅰ 特定Ⅱ

２．指導講習業務関係

任 意 講 習 義 務 講 習

基礎講習 一般講習 特別講習

インターネットを活用した新診

断システム「ナスバネット」

（２４時間３６５日事業所内で

実施）の普及・促進

・ ３年に１回の受診から毎年

受診への拡大

・ カウンセリング付一般診断

（定期診断）受診の普及・促

進

運行管理者以外の運送事業従事

者への受講促進

運行管理者試験の受験資格等を

取得しようとする者のほか、す

べての従業員に対して積極的な

PR 活動を行い、受講者数を増加

させる。

運送事業者のニーズを十分に把握し、アルコールに

関する専門的教育、SAS（睡眠時無呼吸症候群）等

に関する情報、視聴覚教材等の講習内容を見直し充

実させる。

地方運輸局等との連携強化により受講漏れを無く

す。

地方運輸局等との連

携強化により、運転者

として新たに雇用さ

れた者及び 65 歳以上

の者の受診漏れを無

くす。

地方運輸局等との連

携強化により、重大事

故惹起者等及び運転

者として新たに採用

する者の過去の事故

歴が確認された場合、

受診漏れを無くす。

対象者受診率１００％へ

対象者受講率１００％へ



開催回数 １００回以上／年

３．安全マネジメント業務関係

任 意 講 習
安全マネジメント・コンサルティング安全マネジ

メント講習

支援ツール

講習

内部監査

講習

おわりに

NASVA は、運転者に対する適性診断業務、運行管理者等に対する指導講習業務、加えて

経営者に対する安全マネジメント業務を推進し、自動車事故防止のトータルソリューショ

ンを強力に展開します。

受講者に対し、安全マネジメント講習では安全

マネジメントの取組み事例等、支援ツール講習

ではドライブレコーダー映像を活用した指

導・教育等、内部監査講習では内部監査を模擬

的に行うケーススタディ等、タイムリーな情報

の提供を実施するとともに、運行管理者の更な

るスキルアップのために講習内容を、充実・改

善する。

全国５０支所で開催 全国５０支所で実施

NASVA は、自動車運送事業に係る安

全マネジメント体制の構築を図るた

め、事業所を訪問し、事故削減に関す

る支援等、問題解決に貢献できるパー

トナーを目指す。

受講者数 ５,０００人以上／年
目標 １００社／年目標



参考１

【国土交通省資料】



交通事故死者数が第８次交通安全基本計画の目標を下回ったことに関する

内閣総理大臣（中央交通安全対策会議会長）の談話

平成２１年１月２日

昨年１年間の交通事故死者数は、5,155人でした。平成22年までに交通事故死者数を 5,500人

以下とする「第８次交通安全基本計画」の目標を、２年前倒しで達成しました。

近年の交通事故死者数の減少は、シートベルトの着用者率の向上や、飲酒運転の根絶等に向

けた取組を始めとする政府、地方自治体、関係民間団体、地域の方々の努力の成果でありま

す。この間、交通事故防止に御尽力いただいた方々に感謝いたします。

また、平成 15年からの 10年間で、交通事故死者数を半減し、5,000人以下にするという政府目

標を掲げております。その実現も、間近となりました。

しかしながら、いまだに多くの方が、交通事故で亡くなっていることは、憂慮すべきことです。

新たな年を迎え、私は、今後 10年間を目途に、更に交通事故死者数を、半減させる決意をいた

しました。

この目標の実現は容易ではありませんが、政府、関係団体、国民を挙げて力を結集し、世界

一安全な道路交通の実現を目指してまいります。

そのためには、高齢化が更に進むことを考えると、高齢者に対する対策に重点的に取り組まな

ければなりません。また、飲酒運転の根絶、交通安全教育の推進、安全かつ円滑な道路交通環

境の整備に力をいれます。

国民の皆様の、御理解と御支援を、お願いいたします。

中央交通安全対策会議会長

内閣総理大臣 麻生 太郎

参考 ２



「運輸安全マネジメント調査事業」について

運輸安全マネジメントは、全ての運輸事業者において経営トップ自らが全社的な安全性の

向上のための取組を主導し、企業全体に安全意識の浸透を図るとともに、現場の声を安全性

の向上等に継続的に反映させること等により、計画的に企業全体の安全性の向上を図るため

の仕組みです。この制度は、平成 17 年多く分野の運輸事業者に事故・トラブル等が多発した

ことから運輸事業者の安全管理の体制について国が監視する体制を構築し、国と事業者が共

に運輸事業の安全を高めることを目的として、平成１８年１０月に導入されました。そして、

その実施状況については、国が行う「運輸安全マネジメント評価」によって確認することが

柱となっています。

NASVA においても、運輸安全マネジメントの導入当初から東京で開催する「運輸安全マネ

ジメントセミナー」をはじめ、全国５０支所において「NASVA 安全マネジメント講習会」等

を開催し、その普及促進に努めてまいりました。しかしながら、自動車運送事業については、

事業者数も多く事業規模にも大きな格差があること等から安全マネジメントが十分に浸透し

たとは言い難い状況にあります。

こうした中、本年３月、国土交通省において「事業用自動車総合安全プラン２００９」が

策定され、安全マネジメント評価対象を中小規模事業者までに拡大するとともに、この安全

マネジメント評価に当たっては、NASVA も一定の役割を果たす旨の期待が示されました。

NASVA としても、この「事業用自動車総合安全プラン２００９」を受け、事業用自動車の事

故防止など輸送の安全確保・向上に資することを目的とした「運輸安全マネジメント調査事

業」を、本年 10 月を目途に開始できるよう、現在準備を進めているところです。

この事業は、運送事業者の皆様からの個別の要請に基づいて、専門の訓練を受けた NASVA

の調査員が、顧客社内における安全マネジメントの実施状況について、事前の書面調査と事

業所訪問調査により実施することとしています。本調査に要する費用は、お客様に負担して

頂くことを予定しています。

NASVA は、本事業を通じて事業者の皆様の社内における安全マネジメント体制の構築をお

手伝いし、自動車事故防止を通して、安全･安心･快適な社会作りに貢献します。

参考 ３



○ 安マネ評価対象事業者

→ ＮＡＳＶＡの評価を希望する全ての自動車運送事業者 （ただし、個タクは

除く）

○ 評価内容

→ 国の「運輸安全マネジメント評価」に準じ運輸安全マネジメント評価ガイドラ

インに沿った方法で安マネ実施状況を評価する。なお、評価員は運輸安全

マネジメントに関する研修を受けたNASVA職員（安全評価員）が当たり、

調査結果は国に報告。

○ 評価実施主体

→全国９主管支所（当面は、本部において支援）

○ 評価方法

→事前審査（書面審査）と現地審査で構成

現地審査は、本社における経営トップ等に対するインタビューと記録の確認

ＮＡＳＶＡ 運輸安全マネジメント評価概要

現地審査は、本社における経営トップ等に対するインタビューと記録の確認

及び営業所１箇所での安マネ実施状況審査

○ 評価に要する費用

→有料

○ 公表

→非公表（ただし、優良事例は事業者了承の下、ＨＰ等で紹介）

○ 開始時期

→本年10月中を目途に準備中

（平成21年10月16日付け通達「自動車運送事業者における運輸安全マネ

ジメント等の実施について」に基づく「運輸安全マネジメント評価認定機関」

の認定を受け次第実施）



評価の流れ（イメージ）

国 交 省 NASVA 本部 NASVA 主管支所 事 業 者

受注に向けて
の取り組み

実施計画報告

契約状況報告 契約締結
事業者名
報告

書面審査

現地審査日程
等調整

事前審査書類提出

評価申込

評価チーム

支援

契約書交換

連携

訪問等

等調整

評価実施通知

評価報告書取
り纏め

現地訪問審査

評価報告書報告
評価報告書手交し
内容について説明

（助言）

評価実施マニュアルに
沿って実施

評価実施日報告

優良事例のＨＰ掲
載

○料 金：評価料として税込み１８０千円、
加えて評価員の交通費として実費を収受
（ただし、交通費には限度額あり）

評価結果
報告

○安全評価員：国土交通省運輸安全監理官室
主催の安全マネジメント［初級］研修修了者等
が評価を行う


